
組合名 名称 支給対象地域 支給区分 支給額 備考

朝日 住宅地域補助 東京 東京本社勤務 3,000

毎日 厚生費補助 6,000 ＝地方機関厚生費補助　地方勤務
のため本支社各厚生施設を利用で
きないことから生じる負担の格差を
補うため支給。

読売 なし

大阪読売 なし 地方厚生費補助などを参照。

読売西部 なし

日経 なし

共同通信 なし 寒冷地手当、暖房手当を参照。

時事通信 沖縄手当 沖縄 世帯主 4,000

沖縄 単身者 2,000

日刊工業 なし

北海道 駐在手当 手当Ａ 34,500 ・社員のうち配偶者があり、かつ主た
る生計者と認められる者。ただし、社
員同士の結婚者で会社都合により
別居中の者を除く。
・社員のうち配偶者はいないが、同
一世帯で直系血族、兄弟姉妹を扶
養している者。ただし、被扶養者自
身が所得税法の制限を超えて所得
がある場合を除く。

手当Ｂ 21,100 ・上記以外の社員

支局（岩見沢総局、千
歳・江別支局を除く）勤
務者

10,500

西日本 在勤手当 単身者 23,000

扶養１人 37,000

扶養２人 39,000

扶養３人 40,000

扶養4人 41,000

扶養5人 42,000

釧路 勤務地手当 世帯主 15,000

独身 7,000

東奥日報 地域手当 扶養なし 19,500

扶養１ 24,000

扶養２ 26,500

配偶者 9,500

扶養なし 17,500

扶養１ 22,000

扶養２ 24,500

配偶者 8,500

デーリー東北 都市手当 東京・仙台・大阪 30,000

総支局手当 総局、支局 10,000

陸奥新報 地域手当 県外支社・支局

岩手日報 地域手当 東京・大阪 基本給の20%

仙台 基本給の10%

秋田魁 勤務地手当 東京・大阪 支社長 40,000 支社社員の帰省手当（年４回）

部長代理以下 32,000 　１回あたりの帰省手当

次長以下 24,000 　　東京　55,000円

仙台 支社長 35,000 　　仙台　25,000円

部長代理以下 30,000 　　大阪　70,000円

東京・大阪

東京・大阪

仙台

支社、支局

東京・大阪

４～11月のみ支給

扶養家族を原任地に残して新任地
へ単身赴任の場合20,000円

10,000～50,000

地　域　手　当



組合名 名称 支給対象地域 支給区分 支給額 備考

次長以下 20,000
赴任手当 世帯主 40,000

独身者 25,000
世帯主 60,000
独身者 40,000

山形 地域手当 有扶 45,000

無扶 27,000

有扶 31,500

無扶 18,900

河北新報 地方手当 支社、総局、支局 常時駐在する者 9,000

東京、大阪 基本給の５％

福島民友 地域手当 妻帯 50,000

独身 22,000

単身赴任 40,000

妻帯 40,000

独身 14,000 仙台民友は独身扱い

単身赴任 30,000

茨城 都会地手当 東京・大阪 支社員 30,000 県内支社・支局には支社支局手当
として4,000円

全下野 地域手当 東京・大阪 家族帯同者 51,500

東京・大阪 独身・単身者 41,500

県内支社局 家族帯同者 36,500

県内支社局 独身・単身者 31,500

上毛 地域手当 東京・大阪 副主事以下 15,000

東京・大阪 主事 18,000

東京・大阪 副参事 20,000

東京・大阪 参事 26,000

東京・大阪 副理事 30,000

東京・大阪 理事 35,000

東京・大阪 準資格 15,000

埼玉 なし

千葉 在勤手当 東京 全員 8,000

神奈川 なし

報知 なし 寒冷地手当を参照

スポニチ なし

40,000

25,000

20,000

35,000

20,000

15,000

30,000

15,000

10,000

冬季手当 10,000 11月１日から４月30日まで

新聞協会 大阪駐在手当 大阪 27,500 湯河原赴任手当も同額。

赴任地手当 採用力の転勤に限る 主任以上 5,000

その他 3,000

局長・局次長 100,000

部長・課長 80,000

主任・一般 60,000

県内

県外

東京・大阪

東京・大阪

仙台・県内支社

仙台

化学工業

海外駐在手当 シンガポール・上海

県内からの通勤、異動のない者は
半額

Ｅｘｐｅｒｔ－３以上・単身赴任

Ｅｘｐｅｒｔ－３以上・家族帯同

Ｅｘｐｅｒｔ－３以上・独身

Ｅｘｐｅｒｔ－２・単身赴任

Ｅｘｐｅｒｔ－２・家族帯同

駐在手当日刊スポーツ

Ｅｘｐｅｒｔ－２・独身

Expert-1、Junior層、Senior層・単身赴任

Expert-1、Junior層、Senior層・家族帯同

Expert-1、Junior層、Senior層・独身

北海道、青森、岩手に勤務する者
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ｼﾞｬﾊﾟﾝﾀｲﾑｽﾞ なし

新潟日報 在勤手当 東京・大阪在勤者 家族同伴者 45,000

単身者 35,000

厚生手当 長岡・上越・東京支社
県内14支社

支社支局員 16,400円

支局管理手当 県内14支局 支局長 5,000円

支局長夫人 200,000円 年額

信濃毎日 地域手当 東京・大阪・名古屋 家手受給者 30,000 本給＋家族手当の30%

東京・大阪・名古屋 独身 25,000

北日本 都会地手当 東京・大阪・名古屋 30,000 この他、妻帯者40,000円、独身
30,000円、東京支社社宅在住者に
毎月ライナー券20日往復。

福井 地域手当 東京 支社部長以上 31,500

東京 同副部長以下 30,500

東京 現地採用 17,500

大阪 支社部長以上 30,000

大阪 同副部長以下 29,000

大阪 現地採用 16,000

名古屋 支社部長以上 28,500

名古屋 同副部長以下 27,500

名古屋 現地採用 14,500

北陸 支社部長以上 27,000

北陸 同副部長以下 26,000

北陸 現地採用 14,000

全中部経済 地域手当 東京 10,000

大阪 8,000

伊勢 地域手当 東京・大阪 妻帯 7,000

東京・大阪 独身 4,000

京都 地域手当 東京 23,000

その他 6,000

駐在手当 東京 20,000

その他 9,000

単身赴任 45,000 ＝単身赴任手当

奈良 地域手当 東京 30,000

大阪 5,000

僻地手当 五条、吉野、宇陀 2,000

神戸ＤＳ 厚生手当 ※住宅手当を参照

山陽 都会地手当 東京

大阪

広島

支社局在勤手当 独身 16,200

家族手当対象1人 17,400

　　〃　　２人 17,900

　　〃　　３人 18,400

　　〃　　４人 18,900

中国 地域手当 東京・大阪 有配偶者 30,000 同居扶養親族ありも含む。

東京・大阪 上記以外 26,000

上記以外の支社局 有配偶者 11,000 同居扶養親族ありも含む。

同上 上記以外 7,000

単身赴任者には家族居住地の手当
額を加える。

基準内の11%　上限50,000円

基準内の８％　上限45,000円

基準内の１％　上限5,000円

その他支社・支局

日刊スポ西日
本



組合名 名称 支給対象地域 支給区分 支給額 備考

山陰中央新報 都会地手当 東京・大阪・広島 部長以上 35,000

東京・大阪・広島 部次長以下 31,000

東京・大阪・広島 現地採用 25,000

離島（隠岐） 15,000 ＝離島手当

愛媛 都市手当 基準給367,000円未満 世帯主・独身 基準給の16%

基準給367,000円以上 世帯主・独身 基準給の16%　上限67,000円、下
限：世帯主37,000円、独身32,000円

支社局在住手当 単独支局長 24,000

支社局在住手当 県内編集部長 19,000

全徳島 勤務地手当 管理職 30,000
一般 20,000

管理職 20,000

一般 15,000

支局 全員 8,000 ＝支局勤務地手当

支局管理Ａ 5,000 ＝支局管理手当

高知 地域手当 東京 基本給の16%（上限44,000円）

大阪 基本給の16%（上限42,000円）

高松 基本給の8%（上限24,000円）

四国 都市手当 東京・大阪 支社長 61,000

東京・大阪 役付社員 50,500 主事以上

東京・大阪 その他 38,500

佐賀 支社局手当 東京・大阪 支社長・次長 57,000

東京・大阪 支社員（管） 47,000 ＝管理職

東京・大阪 支社員（一） 49,000 ＝一般職

東京・大阪 支社員（内） 30,000 ＝内勤職

福岡 支社長・次長 48,000

福岡 支社員（管） 39,000 ＝管理職

福岡 支社員（一） 41,000 ＝一般職

福岡 支社員（内） 24,000 ＝内勤職

県内 支社局長(管) 25,000 ＝管理職

県内 支社局長(一) 27,000 ＝一般職

県内 支社局員(管) 20,000 ＝管理職

県内 支社局員(一) 22,000 ＝一般職

大分合同 地域手当 東京・大阪・福岡 支社員 25,000円＋本人給の15%

県内支局 支局員 50,000

長崎 地域手当 東京・大阪 支社員

福岡 支社員

離島 支局長 9,000 離島とは壱岐、対馬、五島、上五島

宮崎日日 地域手当 東京 基準内の18%

大阪 基準内の16%

福岡 基準内の11%

都会地手当 東京 基準内の6%

大阪 基準内の5%

福岡 基準内の4%

13,050

8,100

7,200

現地採用、現地勤務者

現地採用、現地勤務者

現地採用、現地勤務者

一律10,000円＋基本給10%（限度額70,000円）

一律15,000円＋基本給12%（限度額80,000円）

※県内支社局の特殊勤務手
当（63,450円）を下回る者は
63,450円とする。

東京

大阪

県内支社の支局手
当

部次長同等職

支局長

支社員



組合名 名称 支給対象地域 支給区分 支給額 備考

南日本 地域給 東京・大阪・福岡など

南海日日 総支局手当 総支局 社員 30,000

同上 社員夫人 10,000

琉球新報 地域手当 東京 50,000

大阪 47,000

福岡 45,000

宮古・八重山 17,000

沖縄タイムス 地域手当 東京 45,000

関西 42,000

九州 39,000

宮古・八重山 13,000

道新スポーツ 地域手当 東京 世帯主 32,500

地域手当 東京 独身者 19,400

福島民報 地域手当 東京 30,000

大阪 10,000

仙台 基準内賃金の6%（下限4,000～上限
21,000）

会津 5,000 11月～３月まで

山梨 地域手当 東京・大阪 妻帯 15,000

東京・大阪 独身 10,000

県内支社局 妻帯 8,000

県内支社局 独身 5,000

常陽 地域手当 東京・古河 3,000～5,000

北国 地域手当 東京・大阪・名古屋 妻帯･3年以下 20,500 その後２年刻みで1,000円

東京・大阪・名古屋 同13年以下 25,500

東京・大阪・名古屋 同13年以上 26,500

東京・大阪・名古屋 他3年以下 15,000 その後２年刻みで1,000円

東京・大阪・名古屋 他13年以下 20,000

東京・大阪・名古屋 他13年以上 21,000

岐阜 都市手当 東京 本人 15,000 家族一人につき3,750円加算

大阪 本人 15,000 家族一人につき3,000円加算

名古屋 本人 12,000 家族一人につき2,250円加算

日本海 地域手当 東京 役職 30,000

東京 一般 20,000

大阪 役職 20,000

大阪 一般 15,000

熊本日日 地域手当 東京 妻帯 30,000

東京 独身 23,000

大阪 妻帯 28,000

大阪 独身 22,000

福岡 妻帯 22,000

福岡 独身 19,000

左記の一律部分に加算して基準内
賃金の8%（下限5,000～上限
27,000）

（本給＋家族手当）の34%　ただし、東京の上限
52,000円、その他の上限43,000円。


